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【要旨】  
	 近年、法学領域のみならず、他の学問領域からも急速に注目されるようになった社会的な問題のひ
とつとして、「職場いじめ・ハラスメント」が挙げられる。「職場八分」、「職場いじめ」、「パワー・ハ
ラスメント」などと様々な呼称を与えられてきた問題であり、現在においても、その確たる名称が定
着したとまではいえないが、労働者の人格的利益侵害ないし人格権侵害として法的に把握されてきた
ことについて、異論は少ないものと解される。  
	 こうした問題について、法的に対応せねばならない使用者側の義務として、職場環境配慮義務が存
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在している。その内容は、端的にいってしまえば、「働きやすい職場環境の実現」であって、とりわけ
精神的な人格的利益に関心を払うものとして観念されている。ときとして、同義務は、安全配慮義務
と訴訟実務上混交されがちであるものの、現在において、「職場いじめ・ハラスメント」に対する最も
効果的な法的方法として学説上認識されている。  
	 しかし、職場環境配慮義務それ自体は、それが明白に認識され定立されてから、さほどの歳月を経
たわけでない。元来、セクシュアル・ハラスメントに対し提起されたのが同義務であった。現在にお
けるように、職場いじめ・ハラスメントに対するものとして、学説上あるいは訴訟実務上、広く認識
されるようになったのは、この 10 年程度の出来事となる。そのために、本論第３章で明示するよう
に、学説上未解決のままとなっていた課題、あるいは、訴訟実務上必ずしも理論的と解されない動向
などが散見されるに至っている。本論は、それらについて、あるいは、同義務を展望するにあたって
のさらなる課題につき論じるものである。  
	 よって、本論の最大の目的は、職場環境配慮義務における課題について明らかにし、それを論じる
ことで、同義務の展望をなす点にある。そのために、本論は、以下のような方法をとる。すなわち、
まず、職場環境配慮義務が対象とする職場いじめ・ハラスメントが如何なる性質を有し、如何なる変
遷を遂げてきたかについて論じ（第２章）、そうした性質を前提とした上で、職場環境配慮義務がそも
そも如何に形成され、どのように展開し、今後解決されるべき課題としてどのようなことが認識され
るか、明らかする（第３章）。そして、それら課題について、示唆を得るべく、比較法研究を行う（第
４章及び５章）。第４章における比較法対象国としては、職場いじめ・ハラスメント一般について複数
の法的アプローチを持ち示唆に富む議論を有しておりながら、紹介が十分なされてこなかったイギリ
スを選択する。また、第５章における修復的正義（restorative justice）論に関しては、それが職場環
境配慮義務を支える思想・哲学として有用であるとの認識のもと、さらに広くコモンウェルス諸国及
びアメリカにおける議論を参照する。  
（以上、第１章要旨）  
 
	 「職場いじめ・ハラスメント」という概念それ自体には特殊性が複数存在しており、とりとめのな
さがつきまとう。本論は、「職場いじめ・ハラスメント」を「労働者の人格的利益侵害」の一類型とし
て把握する。そして、それ自体は、多数の学説における把握の方法と同様である。しかし、「人格的利
益」それ自体が既に多義性・可変性・流動性といった性質を有しているがために、「職場いじめ・ハラ
スメント」もまた「多義性・可変性・流動性」といった性質を包含し、あるいは、そうした性質をさ
らに強めている可能性さえも所与とせねばならないことについて、これまで明確に論じられることは
なかった。そうした性質は、対象の限定性という意味において、職場環境配慮義務に、若干の不明確
性を与えるものであったが、一方で、同義務に一種の柔軟性を確保させることとなっている。そして、
その柔軟性は、第６章で終局的に示すように、同義務論において、重要な要素となり得る。  
	 さて、上でいう各個の性質（多義性・可変性・流動性）について、本論では、おおよそ以下のよう
に論じた。  
	 まず、職場いじめ・ハラスメントは様々な発現形態によって顕れ、あらゆる人格的利益を侵害の対
象としている。およそ「労働者の人格的利益」を侵害するものとしてようやく一つの概念として認識
可能となり、あるいは、これまた必ずしも明確ではない「働きやすい職場環境」を侵害するものとし
て理解される。職場いじめ・ハラスメントのある類型が特定名のハラスメントとして認識されること
も少なくなく、それは様々な形態の人格的利益侵害を職場いじめ・ハラスメントが包含していること
を明徴させ、その多義性を端的に示している（多義性）。  
	 また、人格的利益ないし人格権がその関心を身体的なものから精神的ものへと拡大させてきたよう
に、従来であれば看過されていたであろう「職場いじめ・ハラスメント」も、現在では看過されなく
なるといった変化を経験している。そして、これまでの「不利益取扱」の周辺部に位置することとな
る妊娠・出産等に関するハラスメントや育児休業等に関するハラスメントが法制により明確化される
	 滝原啓允「職場環境配慮義務の研究	 ―職場いじめ・ハラスメントに係る法理論―」要約	 
	 
	 3	 
など、「職場いじめ・ハラスメント」の概念は基本的にそれが拡張される方向で常に変化し続けている
（可変性）。  
	 さらに、全く同じ職場いじめ・ハラスメント行為（たとえば、ある特定の言辞を向けること）であ
ったとしても、その時期・場所・行為者及び行為を受けた者の人的関係性・さらにいえばその場の雰
囲気といった要素によって、法的評価（法的非難の程度）は変化し得る。あるいは、当該行為を受け
た者の主観的要素によっても、必然的に連動するかは別として、法的評価に一定の影響を与え得る（流
動性）。  
	 「職場いじめ・ハラスメント」の判例・裁判例の動向をみるに、それらは時系列的に、３段階に分
けられる。すなわち、従前において、看過されていたことが、法的紛争などとして顕在化し法的非難
を与えられ、看過されなくなり、あるいは、それが社会的に注目され社会的非難を加えられ、同時に
「看過されないこと」に対する名称の付与が行われるという「第１段階」、法的紛争の増加とその深刻
化に伴い、社会的非難はさらなる高まりをみせ、法的非難の類型ないし程度も明確化ないし整理され
ていくという「第２段階」、さらに、そうした遷移は、社会的注目ないし社会的関心による運動等の結
果としての規範意識変容として捉えられ、法令の制定や改正、解釈の見直しという作業によって、普
遍的作用を社会一般にもたらし、新たな価値・法益をも創造するという「第３段階」に分類し得る。
こうした遷移は、職場いじめ・ハラスメントの各類型の中にあっては、セクシュアル・ハラスメント、
マタニティ・ハラスメントで既に経験され、両者とも第３段階にあることが本論で確認された。そし
て、以外の職場いじめ・ハラスメントの各類型については、本論でみたように、第３段階における諸
事（法令の制定や改正等）がなされようとしている時期と解される。あるいは、それは、妊娠・出産
等に関するハラスメントと育児休業等に関するハラスメントがそうであったように、職場いじめ・ハ
ラスメントの各類型が順次個別化されて法的に回収されていくという作業として顕在化する可能性が
ある。  
	 本論において、判例・裁判例の時系列的整序をなした結果、職場いじめ・ハラスメントの３つの性
質のうち、とりわけ「可変性」が表出することとなった。「段階」の遷移に代表されるように、「職場
いじめ・ハラスメント」それ自体は常に変化し続けており、その概念は拡張されつつある。そして、
「多義性」についても、判例・裁判例に徴するに、「職場いじめ・ハラスメント」は実にさまざまな発
現形態によって顕れ、一様でない利益を侵害している。職場いじめ・ハラスメントに関する類型的な
認識それ自体も、「多義性」の一つの現れといい得る。さらに、「流動性」について端的だったのは、
主観的要素に関してであった。それは、とりわけ護衛艦さわぎり事件ないし三井住友海上事件におい
て、法的判断の「揺れ」を生じさせることとなった。	 	 	  
	 （以上、第２章要旨）  
 
	 そうした職場いじめ・ハラスメントの「多義性・可変性・流動性」は、結局のところ、職場環境配
慮義務に関するひとつの前提にならざるを得ない。そして、学説・裁判例に徴するに、職場環境配慮
義務は「働きやすい職場環境の実現」を図らねばならない使用者の義務といい得る。ここでいう「働
きやすい職場環境」は、一種の法益であり、いわば労働者の諸般の人格的利益の総体から担保される
概念であるといえ、さらに、ここでいう「実現」には、単に職場環境を一定の状態に「保つ」のみで
はなく、より積極的な態勢を使用者に求めていることが含意されている。しかし、「働きやすい職場環
境」に関しては、主観的要素を包含せざるを得ず、そのため、若干の理論的困難性を職場環境配慮義
務論に生じさせることとなる。  
	 職場環境配慮義務の根拠は、労働関係における特殊性、信義則などから導かれる。前者については、
「労働と人格との不可分性・集団性・継続性」などの特殊性が意識されるべきであった。そして、こ
れらが要請するところは、まさに労使間の信頼関係によって支えられ、具体的には信義則が職場環境
配慮義務の根拠となる。すなわち、相互信頼を基礎とする信義則により、職場環境配慮義務が定立さ
れる。同義務の定立にあたっては、諸種の規範の要請に基づいて、それがなされるが、とりわけ密接
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なのは、憲法 13 条であった。そもそも労働関係は、先に述べたような特殊性（「労働と人格との不可
分性・集団性・継続性」）を有しており、人格的利益ないし人格権侵害としての職場いじめ・ハラスメ
ントをもたらし得る危険を内在させている。そのため、憲法 13 条は、労働関係における人格の尊重
を、強く要請することとなる。また、それのみならず、労働基本権（同 28 条）、平等権（憲法 14 条）、
労働権（同 27 条 1 項）等も職場いじめ・ハラスメントにとって密接であり、そうした「公正ルール」
に則り、職場環境配慮義務は信義則によって生じることとなる。  
	 職場環境配慮義務の具体的内容については、通常私法上の効力はないとされるものの、公法的な規
制の一をなす「指針」が重要となる。すなわち、職場いじめ・ハラスメントの各類型のうち、セクシ
ュアル・ハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児休業等に関するハラスメントに関
しては、厚生労働省による指針が存在する。公法上の規制の一部をなす指針と私法上の職場環境配慮
義務との一定の連関について、学説・裁判例はこれを肯定する。また、上記３類型の各ハラスメント
以外にも、指針の内容は妥当し、むしろそれは指針の想定するところと解される。よって、指針の内
容は、職場環境配慮義務の具体的内容として一般的に捉え得ることとなる。かくして職場環境配慮義
務の具体的内容はほとんど明確なものとなる。これら指針における具体的内容は、端的にいってしま
えば、「予防・被害者救済・職場環境の修復」の３点を核とするものとなっている。前二者は、学説・
裁判例において強調されるが、本論は「職場環境の修復」を指針の内容から導出しており、それを重
視する。そして、ここでいう「修復」とは、「回復」ないし「再構築」といった内容を意味するが、そ
れは、職場環境を対象とし、あるいは人的な関係性をも対象とする。いってしまえば、「働きやすい職
場環境」を回復させ、あるいは、それが不十分であったか元来存在していなかったのであれば再構築
を図らせるということになる。そして、それは、被害者のみならず、他の職場の構成者、ひいては当
該事業体全体に対するものとして理解され、当該職場ないし事業体においての変革をも促進させ得る。
すなわち、「職場環境の修復」は、当事者以外へのいわば第三者効を有しており、この点「被害者救済」
とは異なる概念となる。とはいえ、「予防・被害者救済・職場環境の修復」は、截然と区別し得ない部
分を有する。しかし、それぞれが中心に捉え、あるいは核心とするところは異なり得るのであって、
それぞれは違う原理に基づくものと解せられる。  
	 しかし、職場環境配慮義務が、それら核を有し、あるいは指針を参照することで義務内容が明確に
なったとしても、同義務自体が「働きやすい職場環境」といった主観的要素を含んだ目的の実現を図
ろうとするものであることに変わりない。そして、「働きやすい職場環境」は、職場いじめ・ハラスメ
ントを契機として「修復」され得るが、それは、第一次的に被害者にとって、そして、先述のように
敷衍すれば、第二次的には当該職場ないし事業体の他の構成者にとってのものとなる。このように解
すると、「働きやすい職場環境」は、多重的な意味で主観的要素を包含し得る。すなわち、被害者の主
観、周囲の主観といった様々な主観が反映されたものであることが必要となる。しかし、当然ながら、
主観に大きく依存するような義務は法的義務として構成し難いとの批判が生じ、客観性を担保する必
要がある。かかる客観性は、当該被害者の主観等について他の構成者がそれに賛同または反駁等する
ことで徐々に鍛錬され、一定の担保がなされていくであろうが、その方法論は必ずしも明白でない。  
	 また、職場環境配慮義務における課題はこればかりではない。すなわち、ある職場を構成する人員
の意識・志向・感情によって職場の「働きやすさ」あるいは「適正さ」は担保され得るが、実際に職
場を構成するのは個々の労働者であって使用者ではない。よって、使用者も労働者も混然として職場
を構成するような規模の事業体でない限り、職場いじめ・ハラスメントを防ぐための適正で働きやす
い職場環境は、最終的には個々の労働者によって構築される。ゆえに、使用者が職場いじめ・ハラス
メントの予防のため、諸規定の策定・研修・相談機関の設置等に努めたとしても、個々の労働者の意
識が低いままであれば、全く意味がない。これは、判例・裁判例における事案をみても明らかであっ
た。そうした意味で、労働者における自律的な意識の涵養が必要となる。  
	 そして、使用者が職場いじめ・ハラスメントを探知し得たのであれば、「職場環境の修復」が誠実に
なされるべきこととなるが、必ずしもそれはなされていない。統計によれば、職場いじめ・ハラスメ
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ント被害者の離職率は相当高いものとなっており、再度戻ることが躊躇されるような職場環境の存在
がその一因となっていることが推測され、職場いじめ・ハラスメントが不特定多数の労働者に対して
繰り返される職場は少なくない。被害を探知し得た使用者は、当該被害を受けた労働者に対してのみ
ならず、他の労働者にとっても「働きやすい職場環境」を確保させるべきこととなる。また、さらに
いってしまえば、職場いじめ・ハラスメントの加害者が実際には当該事業体における構造的「犠牲者」
である可能性（経営層に追いつめられた中間管理職等）がある。そのため、個別的で結果的な救済で
は、本来的な意味での「職場環境の修復（回復・再構築）」となり得ず、見過ごされてしまう場合があ
り得る。よって、一定の将来効をもった「修復」が「期待」されているものといえる。そして、ここ
でいう将来効は、当該被害者に対しなされる将来的な救済のみならず、当該職場の変革をも、もたら
し得るものである必要がある。当該被害者の離職回避・復職支援のためにも、他の労働者のためにも、
「働きやすい職場環境」が「修復（回復・再構築）」されるべきである。すなわち、職場環境配慮義務
においては、これまでの裁判例において多くなされてきた金銭賠償を中心とする「個別的で結果的な
救済」のみならず、同義務自体があらゆる労働者にとっての「働きやすい職場環境の実現」を図るも
のであるがために、「集団的で将来的な修復」が目指されるべきこととなる。  
	 これら以外にも複数の課題が存在しているが、本章で指摘した課題のみならず第２章における課題
をも包含するに、本論における職場環境配慮義務に係る課題は、以下の３つに整序し得る。すなわち、
「特殊な性質を有する『職場いじめ・ハラスメント』に対し、外国は如何なる法的対応をなしている
のか（課題Ⅰ）」、「職場環境配慮義は、『職場環境』に対するものであるために、『個別的で結果的な救
済』のみならず、『集団的で将来的な修復』を志向するが、それは如何に志向され、また、それはどの
ような思想・哲学または法的原理によって支えられるのか（課題Ⅱ）」、「職場環境配慮義務における
『働きやすい職場環境』は、使用者のみならず個々の労働者によって構築されるものでもあるために、
その実現にあたっては労働者の参加と協力とを得ることが不可欠なところ、如何なる方法をもって使
用者はそれを得ることができ、また、使用者はその際にどのような責務を負うべきか（課題Ⅲ）」とい
う３つの課題である。  
	 本論後半は、これら課題Ⅰ、Ⅱ、Ⅲについて示唆を得ることを念頭に外国法における議論を参照し
ていくこととなる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	    
（以上、第３章要旨）  
 
	 職場いじめ・ハラスメントについて、一定の法的議論の蓄積を有するのは、イギリス・ドイツ・フ
ランスであるところ、ドイツ・フランスについては、先行の比較法研究が相当数あるものの、イギリ
スについてはセクシュアル・ハラスメントのそれを除いては、十分な紹介がなされてこなかった。そ
のため、本論は比較法対象国としてイギリスを選択した。  
	 イギリスにおける職場いじめ・ハラスメントへの法的アプローチについては複数の方法があるもの
の、それを大別すれば、コモン・ローを主とするアプローチと、制定法を主とするアプローチのふた
つとなろう。  
	 まず、雇用契約の下、職場いじめ・ハラスメントによる被害に遭った被用者に身体的または精神的
被害が発生し、当該被用者が訴えを提起する場合、使用者の法的責任を追及する方法としてはコモン・
ロー上、⑴使用者の被用者に対する責任（employer ’s liability）を追及する方法、⑵使用者の代位責
任（vicarious liability）を追及する方法、あるいは⑶雇用契約における黙示条項（ implied terms）へ
の違反を問う方法の３つがあり得る。そして、これら３つの法的方法に共通するのは、注意義務（duty 
of care）違反についてであり、⑴と⑶の場合は使用者の注意義務が、⑵の場合は被用者の注意義務が、
それぞれ関連し得る。注意義務は、コモン・ローにおいて大きく発展を遂げており、代位責任法理に
ついても同様である。また、⑶については、学説上、相互信頼（mutual trust and confidence）義務
に関する議論が蓄積している。そして、とりわけ Walker 事件・Waters 事件・Barlow 事件が、職場
いじめ・ハラスメントに関して重要であった。すなわち、使用者における注意義務の範囲は被用者の
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精神的な人格的利益の保護にも及び（Walker 事件）、それは職場いじめ・ハラスメントについても妥
当する（Waters 事件）ことが明らかにされ、実際に法的責任を生じさせるための前提規範が示される
（Barlow 事件）などして、現在の職場いじめ・ハラスメントに関するコモン・ローが形成され発展し
ている。一方で、注意義務論によるよりも相互信頼義務論によって職場いじめ・ハラスメントに対応
すべきことが Brodie により指摘されていることを踏まえ、本論では、その理論動向を示すこととし、
Collins の議論についても紹介することとした。そして、Brodie のいう相互性ないし互恵性（互酬性）、
あるいは Collins の「心理的契約」の援用は、目新しさを含むものであったように解された。すなわ
ち、職場いじめ・ハラスメントを予防し対応するという使用者の義務に、職場環境を他の被用者に対
して敵対的なものとしてはならないとの被用者側の態度が、いわば反射的に生じ相対する。それが、
Brodie がいうところの相互性であり、また互恵性の発露でもあった。また、使用者が「社会関係にお
ける評判」を保持しようとするなら「心理的契約」は履行されるであろうし被用者の「期待」が実現
され得るとの論理は、一見当然のようでありながら、法律学において明白に意識されていなかった視
角と解され、そうした意味で「心理的契約」論は注目に値する。あるいは、同論を援用しつつ、期待
の実質化や雇用の長期継続性を意識する Collins の議論は、Macneil の関係的契約理論とも親和性を
有しており、一種特徴的といえるだろう。  
	 次に、制定法に関して、イギリスで職場いじめ・ハラスメントが法的に争われるとき、重要となる
のが、1997 年ハラスメントからの保護法（Protection from Harassment Act 1997、以下「PHA」）
と、2010 年平等法（Equality Act 2010、以下「EA2010」）の２つであり、それぞれが規定する「ハ
ラスメント」概念に、問題となる職場いじめ・ハラスメントが該当する場合、その被害者は救済を受
けることができる。とりわけ Majrowski 事件以降、職場いじめ・ハラスメントについて、PHA の適
用が広く行われるようになっている。しかし、PHA も EA2010 も雇用関係のみを射程としたもので
はない。職場いじめ・ハラスメント対策に特化した、職場における dignity 法案（Dignity at Work 
Bill、以下「DWB」）が２度イギリス議会に上程されているが、それは２度とも廃案となっている。議
事録をみるに、PHA の存在がその理由であった。すなわち、DWB は PHA で代替され得る。現在、
イギリスにおいては、職場における dignity が重要な法益とされ、雇用関係法上、欠くことのできな
い価値の一つとして強く意識されており、また DWB にモデルが規定されていた「職場における
dignity 指針」は各使用者において定められるところとなっている。現在において、職場における
dignity は、PHA と有機的な関連を有するに至っている。  
	 現在のイギリスにあって、職場における dignity が重要な法的価値となりつつあることは、明らか
であるといい得る。精神的な人格的利益としての dignity は、不法行為法理論の発展に支えられ、DWB
のいわば代替としての PHA は、職場における dignity を保護射程のもとに置いた。そして、EA2010
や相互信頼義務は、dignity に一定の意義をもたせている。dignity は、個人の自律（autonomy）と密
接に関連し、「平等」に確固とした基盤を与えつつ、職場いじめ・ハラスメントを解決し得るものとし
て現代的展開をみせている。かつて着目された身体的な人格的利益の源泉でもあり、古いようで新し
い包括的な法的価値が dignity といえる。DWB は不成立となったが、政府や労使各団体の取組みから
看取されるのは、職場における dignity 重視の姿勢に他ならない。  
	 以上のような、イギリスにおける議論や状況から、日本法が得られる示唆は少なくない。第３章の
末尾において示した職場環境配慮義務に係る課題との関連において、以下のような示唆を得ることが
できる。  
	 まず、課題Ⅰについては、とりわけ、PHA が参考となる。すなわち、PHA は、「多義性・可変性・
流動性」をいわば所与のものとして受け入れている。PHA の審議の際に、内務副大臣 David Maclean
は、議会で「広範な行為を定義づけることはできない」とし、大法官 Mackay 卿もまたハラスメント
概念について、「容易に要件づけることはできない」としているが、これは、どのような行為であって
もハラスメントになり得る可能性があることを示唆し、あるいは、そもそも禁止行為をリスト化した
としてもリストに存在しないハラスメントが生じた場合これに対応し得ないことをも意味していた。
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そうした不都合を回避するため、明確な定義を避けたのが、PHA における「ハラスメント」概念であ
った。そして、PHA に関しては、それに係る判例・裁判例の蓄積によって、一定の解釈が積み上がり
つつあるといえよう。しかし、依然として、PHA の「ハラスメント」概念は広い。もっとも、それは
制定時の趣旨に忠実なものである。広い概念によって間口を広げつつ、その後は裁判官による創造的
な法解釈に委ねられている。一方、EA2010 においての「ハラスメント」は限定的なものとなる。す
なわち、「保護特性」である「年齢・障害・性同一性障害・人種・宗教または信条・性・性的指向」に
関連した「ハラスメント」でなければ争えない。しかし、核となる一種の法益が列挙され、それに関
連するかどうかという意味での絞りがある点において、EA2010 における「ハラスメント」概念は明
確であるといえよう。このように、核となる一種の法益を列挙するという法形式は、日本でもあり得
るだろう。  
	 次に、課題Ⅱとの関連においては、まず、「集団的で将来的な修復」に関し DWB が提起するところ
の「職場における dignity 方針」のモデル（付則１第２条）が参考となる。同方針は、実際に申立て
を集積し記録すること、その報告を上級管理職が受けること、運用についてのモニタリングが存在す
ることを前提とし、それら実際を踏まえた同方針の改定・運営について労働組合と安全代表が協議の
機会を持つことを予定する。これは、生じてしまった職場いじめ・ハラスメントを通じての変革を意
味しており、完全に防ぎきれるものではない職場いじめ・ハラスメントの性質をいわば逆手に取った
上で、労働側の参加のもと、柔軟な改定と運用とを目指す点において、「修復（回復・再構築）」的で
ある。また、モニタリング・協議・改定は、将来効を導き得るものであって「将来的」である。さら
に、労働者側の参加のみならず、経営層と管理職層もまた同指針に係る教育を受けなければならず、
労使が相まって職場における dignity を志向するという点において「集団的」であるといえる。よっ
て、「職場における dignity 方針」は、「集団的で将来的な修復」を志向していることとなり、それを
達成しようとしているものといえよう。  
	 こうした「集団的で将来的な修復」は、Brodie と Collins の所論によって、基礎付けがなされ得る。
まず、Brodie は、雇用関係において中心となる義務として相互信頼義務を位置付けており、コミュニ
タリアニズムからの影響を受けつつ、被用者と使用者間における義務の互恵性を強調している。そこ
でいう互恵性は、被用者と使用者の双方の期待を支え得る。また、Collins は、互恵的概念である「心
理的契約」論を援用することで、被用者の期待を測定し、あるいは、さらにそれを単なる「期待」に
とどまらせず、黙示条項によって法的保護の段階まで昇華させ得るとしている。それは、とりわけ雇
用契約の継続性から導かれることとなる。そして、継続性のもとでの「心理的契約」の不履行は、相
互信頼の毀損になり得る。  
	 Collins の主張は、Macneil による影響も少なくなく、期待の実質化や雇用の長期継続性を意識した
議論をなしている。互恵性は、Collins の議論と Brodie のそれとを連関させ得る。そして、被用者の
期待に使用者が応答し、使用者の期待に被用者が応答するといった意味での互恵性の枠組みにおいて
は、当該職場の将来に向けられた修復（回復・再構築）を、被用者は使用者に要請し得る。すさんだ
ままで敵対的な「働きやすくない」職場環境を期待する被用者は観念できず、「働きやすい職場環境」
を期待する被用者は容易に観念し得るからである。使用者は、「働きやすい職場環境の実現」をなすこ
ととなり、被用者は、職場いじめ・ハラスメントを生じさせないよう期待されることとなる。そして、
こうした相互の期待は、イギリスであれば相互信頼義務により、日本であれば信義則によって、法的
に支えられる。また、Collins が重視しようとしている継続性は、労働と人格との不可分性・集団性と
共に労働関係の特殊性の一つをなすが、それは同時に一種の創造的作用を有している。「心理的契約」
を法的保護の次元に高め得るとすれば、継続性そのものは「修復」を原理的に支えることとなり得る
だろう。継続性原理は、労使間における相互の期待、すなわち「心理的契約」を適宜において確認さ
せ合うこととなり、あるいは、さらに進んで相互の「期待（『修復』に対するそれも含まれよう）」に
対し法的保護を与え得る。  
	 また、「集団的で将来的な修復」それ自体、とりわけ「集団的」という点は、Brodie のいうところ
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のコミュニタリアン的価値と通底し得る。コミュニタリアニズムそのものが集団的な利益を志向し得
るからである。雇用契約は経済的なやり取りだけでなく社会的または個人的な関係についても存在す
るとの認識を強調する Brodie の所説は、Selznick による影響が色濃いようにも解されるが、人的な
関係性を重視する点において、修復的正義論と近似する。修復的正義論の主要論者である Braithwaite
の再統合的恥付けの理論や応答的規制理論の前提をなすコミュニタリアニズムは、人的な関係性それ
自体を重視し、当該職場をコミュニティとして見据え、あるいは個々の被用者にその一員としての自
覚を促すという態度そのものに意義を見出す。  
	 以上のような Brodie や Collins らによる所論、及び具体的なモデルとしての「職場における dignity
方針」は、課題Ⅲへの応答にもなり得るものであった。	  
（以上、第４章要旨）  
	  
	 職場環境配慮義務の今後を展望するにあたり、あるいは、その存在を支える思想・哲学として、本
論は、修復的正義（restorative justice）が有用であり、密接なものと解する。そして、その実践プロ
グラムである修復的実践は、職場いじめ・ハラスメントに対する具体的方法論として機能し得る。  
	 修復的正義そのものは、近代的意味での国家成立以前から存在する思想・哲学ないし正義論の一つ
として位置付けることができる。すなわち、伝統的社会における正義や、神学（キリスト教）などに、
その源流を求められることが多く、Zehr は端的に「人類の歴史と同様の古さ」を有するものとして、
修復的正義を位置付けている。修復的正義とは何かという問いについて、その答えは論者によって一
定の振幅があるものの、大方の論者が念頭とする要素は以下の４つとされている。すなわち、⑴紛争
当事者（被害者・加害者・コミュニティ）におけるハームとニーズの重視、⑵紛争当事者の積極的・
自発的参加の尊重、⑶対話（コミュニケーション）の重視、⑷未来志向などとされている。とりわけ、
特徴的なのは、ハーム概念といえよう。それは、抽象性の高い概念でなく、コミュニティを含む紛争
当事者がまさに受けているところの「生の損害」を指し、物理的・精神的・経済的な損害あるいは個
体として受けた損害だけでなく、関係性への侵害という観点が重視されるのが特徴となっている。す
なわち、被害者における損害のみならず、コミュニティ環境の悪化といった損害や、加害者自身の損
害までも実質化し、各個の関係性に関心を強く払うのがハーム概念である。修復的正義が目指すのは、
それぞれの紛争当事者が抱えているハームを的確に把握し、ニーズを確実に捉え、新たな関係性（別
離を含む）を探るという、つとめて実際的な態度ということができるだろう。これは、修復的正義の
本質にも強く連関する。すなわち、被害者・加害者・コミュニティという紛争当事者の参加と対話に
価値を見出し、ハームとニーズを的確に認識させ、未来志向的な責任を導出させるとの修復的正義の
立場は、元来において、同正義そのものが国家を前提とする実定法規範への違反についてのみに意識
を向けるのではなく、各個の関係性への侵害について意識を向けるという本質を有することから、導
かれる。  
	 そして、修復的正義は、所与の「正義」を語り、それに束縛されるのではなく、むしろ各人が「不
正義」と解することを取り上げることによって、変革をもたらすことを志向する。これは、「正義」と
しては逆説的な契機を有しているようにも思われるが、修復的正義の最も本質的な部分であると解さ
れる。よって、権威性を有する絶対的「正義」を前提とするのではなく、弱者の語る相対的「不正義」
に耳を傾け、社会的変革を目指すのが修復的正義ということになる。こうした修復的正義の態度は、
当然ながら、各人の感受性をも包摂し得る。全ての「不正義」が正されるかどうかは未知であって、
修復的実践にその結果は委ねられよう。しかし、被害者・加害者・コミュニティという紛争当事者が
当該「不正義」を契機として、他律的でない自律的「正義」を希求するという態度そのものに修復的
正義の意義があるのであって、その要諦があると解すべきであろう。  
	 現在、修復的正義論は、法哲学分野や刑事法学分野のみならず、憲法学分野、消費者法学分野、租
税法学分野、教育学分野、平和構築学分野などに波及しており、とりわけ Braithwaite の理論が参照
されることが多い。そして、外国においては、労働法学も Braithwaite の理論から一定の示唆を得て
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いる。とりわけ、被用者参加のもと自主的な規制を行う新たな職場統治について論じる Estlund への
影響は少なくない。  
	 Braithwaite による理論のうち、特に引用が多くなされるものとして、再統合的恥付けの理論と応
答的規制理論の２つがある。前者は、加害行為者自身に自責の念（remorse）を生じさせる意図または
効果を有する非難を表す全ての社会的なプロセスを核とした実践的な理論であり、現在では、紛争当
事者による自発的で対等な立場での話し合いを通じた紛争の転換（ハームの修復、コミュニティの再
生）を目指すものとして捉えられている。後者は、コンプライアンスにつき、被規制対象（事業者）
において自発的な取り組みを引き出すことを念頭とした理論であり、規制強化あるいは規制緩和のい
ずれでもない方途を示すものであり、当初は自主性に任せながらも徐々に規制が強化されていくピラ
ミッド型の規制モデルを導出させる。  
	 このような修復的正義論から、本論が得られる示唆は少なくない。第３章の末尾において示した職
場環境配慮義務に係る課題との関連につき、以下で述べる。  
	 まず、課題Ⅰについて、修復的正義は正面から応答しない。しかし、多義性・可変性・流動性とい
った特性を有する職場いじめ・ハラスメントについて、修復的正義は若干の示唆をなし得る。そもそ
も、職場いじめ・ハラスメントの多義性・可変性・流動性は、むしろ何が「職場いじめ・ハラスメン
ト」にあたるのかという問いへの画一的な応答を許容しない点に意義がある。そして、これは、ある
被害者にとって「職場いじめ・ハラスメント」であることが、他者からして「職場いじめ・ハラスメ
ント」にあたらない場合があることを意味する。しかし、そうであるならば、むしろ、その事実を他
者は知るべきことになり得よう。修復的実践は、ある被害者にとって、何が「職場いじめ・ハラスメ
ント」か、他の労働者や使用者が知り得る契機を与える。さらに、ある職場における「職場いじめ・
ハラスメント」が、必ずしも他の職場におけるそれに該当しない場合が生じ得ることからすれば、そ
の相対性は、むしろ修復的実践によって、各職場で蓄積され確定されていくべきであろう。それ自体
は、Braithwaite と Ayres が自己規制を強調した理由とも共通し得る。それぞれの事業体によって諸
般の事情が異なる以上、核となるような部分（それは容易に改変され得ない）ではなく周辺的で未確
定的な部分（職場環境配慮義務の具体的内容であれば、その核は、「予防・被害者救済・職場環境の修
復」となるが、それ以外の「働きやすい職場環境」に係る部分は未確定的な部分があり得ないわけで
はない）においては、むしろ修復的実践による自主的規範の醸成が妥当し得ることとなろう。これら
は、継続性原理からも導くことが可能であろう。修復的正義は、「生きて」いるコミュニティに、ある
いは、同様の「法」に対し、強く妥当することとなる。それは、形式的には、「職場における dignity
方針」の改定などとして認識可能となるだろう。  
	 次に、課題Ⅱについてであるが、「集団的で将来的な修復」について修復的正義は、かなりの貢献を
なし得る。上で述べた修復的正義の４つの要素のすべてが有機的に連動し、「集団的で将来的な修復」
をもたらすこととなる。とりわけ、ハーム概念は、如何にして「職場環境」が悪化し、如何なる「関
係性」が害されたのか、洞察を促すこととなる。そして、「働きやすい職場環境の実現」に寄与するだ
ろう。たとえば、違法性を帯有する程の攻撃的言辞が、ある上司から特定の労働者に対し日常的に向
けられている場合、その労働者にとっての職場環境が悪化するのみならず、それを見聞する同僚労働
者にとっての職場環境も悪化することとなる。いつ自らがターゲットにされるか不明確だからである。
つまり、当該上司と特定労働者における関係性が破綻しかけているのみならず、当該上司と他の同僚
労働者との関係性も危殆化していることとなる。さらにいえば、当該上司が経営層から追い詰められ
ている場合、加害者においてさえ何らかの問題を抱えている可能性が生じ得る。ハーム概念は、それ
らを包括して実質化し、ニーズを明らかにさせることとなる。いわば「個別的利益」のみならず「集
団的利益」についても関心を払うのが、修復的正義におけるハーム概念であるといえよう。そして、
ハームの把握とニーズの発見のために要請されるのが、様々な関係者の参加のもとなされる集団的な
修復的実践である。さらに、そこでの未来志向的で双方向的な対話もまた、ハームの把握とニーズの
発見とに資することとなる。とはいえ、加害者に二度と顔を合わせたくない場合といった深刻な侵害
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も想定され得るところ、そうした場合における修復的実践は、それぞれが新たな方向に向かい別離し
ていくためのものとしてなされることとなる。それは、ときとして加害行為者の配転ないし懲戒免職
等によってなされよう。しかし、深刻な場合を除き、原理的には、完全な「排除」としての懲戒免職
を、修復的正義は望まないはずである。Braithwaite の再統合的恥付けの理論からも明らかであろう
が、最も重要なのは、スティグマの付与ではなく、加害者に「自責の念」を生じさせることであって、
それによって再度加害者を「包摂」することである。応答的規制理論の第三ピラミッドにおける、「無
害化」、すなわち懲戒免職等の不利益は、まさに最終的なものでなければならない。非支配としての自
由を重視するがために謙抑的であることが要諦とされるリパブリカニズム的な意味での修復的正義に
おいて、使用者による支配的で権力的な作用を伴う「無害化」としての手段の行使は本来的ではない。
Braithwaite のピラミッド型規制理論において、「修復的正義（実践）」あるいは「抑止」を超える「無
害化」は、ピラミッドの段を下で止まらせるための装置として理解される。  
	 こうした重層的な手段によって、あるいは先に述べたようなハームの的確な把握によって、修復的
正義は「集団的で将来的な修復」を志向させることとなる。そして、それは「個別的で結果的な救済」
では考慮し得ないような問題、すなわち、当該被害者以外への「修復」のみならず他の当該職場労働
者への「修復」（当該職場環境の回復・再構築、そして「働きやすい職場環境の実現」）をも、あるい
は、当該事業体における構造的な課題（経営層に追い詰められた管理職などの存在）に対する洞察を
も、もたらすこととなる。  
	 そして、修復的正義は、職場環境配慮義務を支える思想・哲学としても機能し得る。そもそも、修
復的正義は、積極的で絶対的な正義を履践するというよりも、相対的な不正義に耳を傾けるという一
種逆説的な正義であった。それは、解体してしまうことが容易でないコミュニティにおけるコンフリ
クトについて、関係分断型でなく関係回復型の解決をなすことを意味する。すなわち、たとえば、伝
統的社会であれば、修復的正義に基づく実践がなされれば、当該コンフリクトの後も、食料を得るた
めの移動を続行し得ることとなる。一定の集団性と継続性とを有し、協働を予定するコミュニティに
おいて、権威性を伴う少数による正義は、各人の協働を引き出すという意味において逆効果であり、
ひいてはコミュニティの解体をも招来しかねない。当該不正義を契機とした修復的実践において、他
律的でなく自律的な正義が希求され、それが見出され、あるいはコミュニティそのものに変革がもた
らされることとなる。そうした態度そのものが修復的正義の要諦といえよう。ときとして、こうした
点は、モダン性の論争を生じさせるが、少なくとも修復的正義はプレ・モダンではあり得ない。それ
は、コミュニタリアニズムに向けられる通俗的批判に等しく失当であろう。修復的正義が有する変革
性、あるいは、Pettit と Braithwaite による非支配としての自由の重視は、こうした批判を否定する
ことになる。  
	 修復的正義のこうした本質は、とりもなおさず人格の尊重を生じさせることとなる。すなわち、ひ
とたび損なわれた人間の尊厳を再び得るという「修復」によって、人格は尊重されることとなる。こ
れは、ひとり被害者のみならず、他のコミュニティ構成員にも波及する。こうした志向は、日本国憲
法 13 条前段の「個人として尊重される」という原理と調和する。すなわち、同法同条同段は、人間の
尊厳を規定したものと解されるところ、修復的正義は、それを尊重するための思想・哲学の一つとし
ても理解され得ることとなる。そして、３類型のハラスメントに係る各指針、または職場環境配慮義
務それ自体は、「職場環境の修復」を内容における核の一つとするが、これを逆さにいってしまえば、
各指針または同義務自体を修復的正義の顕れと解することもできよう。そうすると、修復的正義は、
憲法 13 条という公正ルールを媒介として信義則から労働契約における付随義務に取り込まれる契機
を生じさせ、あるいは、その結果としてそれが職場環境配慮義務の具体的内容として顕れているもの
とも解し得る。すなわち、職場環境配慮義務のバックボーンの一つとして修復的正義が存在すること
となり、それが同義務の「集団的で将来的な修復」を支えるということとなる。  
	 そして、課題Ⅲについてだが、本論における検討を踏まえれば、使用者は、修復的実践によって労
働者の参加と協力を得ることができよう。具体的な方法としては、Braithwaite の再統合的恥付けの
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理論等に基づくことが考えられ、あるいは様々なプログラムがすでに諸外国において存在していると
ころ、それらに基づくことも可能である。また、Braithwaite と Ayres の応答的規制理論におけるト
ライパーティズム的な発想において、労働組合等の参加をも促していくことなろう。そうすることで、
被害者における主観も、客観化への手続きを踏み始めることとなる。  
	 使用者は、場の提供など適宜の便宜を図り、自らも参加するとともに、真摯な結果の受容をなすこ
ととなる。これは、むしろ職場環境配慮義務の誠実な履行となり得よう。それによって、「働きやすい
職場環境の実現」をなし得るからである。そして、そもそも職場を支配管理するのが使用者であるこ
とからすれば、当該職場における危険への対処は使用者側の義務といい得る。そして、その危険が、
ある被害者とある加害者との人間関係における職場いじめ・ハラスメントなどとして表出した場合、
当該被害者との関係では使用者に義務違反が生じ、さらには当該職場を構成する他の労働者からして
も一定の危険が具体的に認識されたこととなる。そうすると、当該被害者との関係では適切な事後対
応（救済、修復）が、以外の労働者との関係においては当該危険に類似した事象が生じ得ないように
するという予防的対処（修復、予防）が、それぞれ使用者に求められることとなろう。そうした二つ
の要請は、職場環境配慮義務における予防・被害者救済・職場環境の修復という内容と、まさにエコ
ーし、また、それら要請を同時に充足させ得る手法として修復的実践が想起されることとなる。そし
て、修復的実践には労働者の参加と協力が不可欠なところ、それは、Brodie や Collins のいう互恵性
から要請が可能と解する。あるいは、使用者が修復的実践により「働きやすい職場環境」を志向する
にあたり、その利益はむしろ労働者が受けることになることから、労働者は積極的または自発的に参
加することとなろう。そして、修復的実践は、何が「働きやすい職場環境」であるかについて、一定
の客観性をもって把握することを可能にするだろう。  
（以上、第５章要旨）  
 
	 本論は、第３章までに、職場環境配慮義務の対象・根拠・具体的内容・安全配慮義務との対比等の
課題につき論じた。しかし、職場環境配慮義務の未来を展望するにあたっては、さらに３つの課題（課
題Ⅰ、Ⅱ、Ⅲとして整序）が生じることを念頭に、第４章以下で比較法研究を行った。第４章ではイ
ギリス法における動向から、第５章ではコモンウェルス諸国及びアメリカにおける修復的正義論から、
上記３課題につき、それぞれ示唆を得た。本章では、主として、以下のように、第５章までに得られ
た示唆と共に本論全体を総括した。  
	 すなわち、まず、これまで論じたことからすれば、職場いじめ・ハラスメントにおける「多義性・
可変性・流動性」は、やはり一つの前提とせざるを得ない。イギリスにおいては、それをいわば逆手
にとって、一定の法規制を及ぼしている。思うに、重要なことは、「職場いじめ・ハラスメント」とは
何かとの問いについての答えを一方的に押し付けることではなく、むしろ「職場いじめ・ハラスメン
ト」とは何かを知るという作業ではないか。  
	 そして、ここでいう「知る」という動詞の主語は、当然にして、第一次的に使用者であるべきこと
となり、その営為は、とめどなく行われるべきである。すなわち、使用者は、職場いじめ・ハラスメ
ントについて規則や指針等を整備するのみならず、実際に職場を構成する労働者たちが如何なる行為
を職場いじめ・ハラスメントと解しているのかを把握すべきであり、実際に生じた職場いじめ・ハラ
スメント事案を通じ得たことを活かすべきである。そして、それを規則や指針等に反映させるなどし
て、「働きやすい職場環境の実現」をなす職場環境配慮義務を履行することとなろう。  
	 「働きやすい職場環境の実現」という目的を達成するための手段としての職場環境配慮義務におけ
る具体的な義務内容は、本論で示したように、公法的規制の一としての各指針を参酌することによっ
て相当に明確である。しかし、一方において同義務は、「働きやすい職場環境」という主観的要素を包
含した価値の実現を目的とする点において、一定のとりとめのなさをも内包する。問題は、これに対
して如何に向き合うかということになる。  
	 本論は、むしろ、そうした一種の柔軟性に職場環境配慮義務の要諦があるものと解する。「職場いじ
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め・ハラスメント」とは何か、という問いと同様に、「働きやすい職場環境」とは何か、という問いに
ついて、使用者が専断的に応答することは妥当でない。これまで本論でみた判例・裁判例からも明ら
かなように、使用者による一方的な価値の押し付けは、意味に乏しい。研修を十分なしていたという
使用者において職場いじめ・ハラスメントは実際に生じており、あるいは、事後的に再発防止措置を
講じたという使用者においても職場いじめ・ハラスメントは繰り返されている。労働者における反職
場いじめ・ハラスメント的な意識の涵養は、使用者による規則や指針等の一方的な押し付けによって
は実現されない。職場を構成するのは、よほど小規模な事業体を除いて、使用者ではなく労働者であ
る。個々の労働者における意識の涵養なくして「働きやすい職場環境」は実現され得ない。そうする
と、使用者における「働きやすい職場環境」の構築は、労働者と共になされるべきこととなる。そし
て、労働者は、それについて自律的に関与すべきである。ここで労働者は他律的であるべきでないし、
そうさせられてはならない。本論で述べた、非支配としての自由を重視するリパブリカニズムを持ち
出すまでもなく、それが望まれよう。つまり、使用者は、職場環境配慮義務を誠実に履行するために、
労働者の関与と協力とを要請するのである。権力的契機をもって、使用者が労働者に訴えかけるので
あれば、それは結局専断的な価値の押し付けにつながりかねず妥当でない。すなわち、イニシアチブ
は労働者側にあってしかるべきであって、使用者はむしろ場を提供し、便宜を図り、労働者たちに対
し真摯であるべきである。  
	 職場環境配慮義務における具体的義務内容は「働きやすい職場環境の実現」という目的に対する手
段となるが、本論は、その確定にあたって、学説と裁判例を参照し、各指針を参酌した。そして、そ
の過程において、「予防・被害者救済・職場環境の修復」を同義務の具体的内容の核として認識した。
また、職場環境配慮義務法理は、「個別的で結果的な救済」法理として用いられてきた側面が強いもの
の、「集団的で将来的な修復」を志向するものでもあることを明らかにした。すなわち、職場いじめ・
ハラスメントが生じてしまった場合、当該被害労働者に金銭賠償をもって個別的に事後対応するばか
りでなく、当該被害労働者のみならず他の労働者にとっても「働きやすい職場環境」を回復ないし再
構築（修復）させ、当該職場の変革のための契機とすべきと解する。そうすることで、職場環境配慮
義務における「働きやすい職場環境の実現」がなされることとなる。  
	 これにつき、若干の整序をなせば、職場いじめ・ハラスメントが発生した時点で、当該被害労働者
との関係で使用者は職場環境配慮義務に反したこととなり、他の労働者との関係においても「働きや
すい職場環境」の毀損という点において職場環境配慮義務の不履行を生じさせていることとなる。た
とえば、粗雑な言辞等による職場いじめ・ハラスメントが行われていたのであれば、その職場環境は、
当該被害労働者のみならず、他の労働者にとっても「働きやすい職場環境」ではないことになる。自
らが被害者になる蓋然性も高くなっており、そもそも、そうした敵対的な職場環境は、およそ「働き
やすい職場環境」と解し得ないからである。そして、そのような状況から、「働きやすい職場環境」を
回復させ、あるいは再構築していくこととなる。そのための手段として認識されるのが「集団的で将
来的な修復」という方法であった。そして、それは、これまでの日本法の状況から論理的に導くこと
が可能であった。  
	 以上のような認識のもと、本論は、諸外国における議論から複数の示唆を得た。  
	 とりわけ労働者の自律的な関与、集団的で将来的な修復の双方について、よく妥当すると解された
のが修復的正義論であった。それは、前者に具体的なプログラムとしての修復的実践を提供し、後者
については根源的な思想・哲学として機能する。すなわち、修復的正義論は思想・哲学として、ある
いは一種の正義論として、諸事のバックボーンたり得る存在であり、さらに、それに基づく実践論を
も包含していることとなる。  
	 実践的な意義については、Estlund らに影響を与え、あるいは Collins の理論とも連関する、
Braithwaite の理論を参照すれば明らかとなる。コミュニタリアニズムや非支配としての自由を強調
するリパブリカニズムなどとの積極的な結節をなす Braithwaite の理論は、労働法学にとっては比較
的身近であったものといえよう。その Braithwaite の理論のうち、再統合的恥付けの理論は、加害行
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為者自身に自責の念（remorse）を生じさせ、再度コミュニティに包摂することを念頭とするもので
あったが、諸外国では既に職場いじめ・ハラスメントに対して、同理論の応用と実践が図られている。
また、Braithwaite の応答的規制理論は、トライパーティズムを含む魅力的な理論であったが、規制
ピラミッドの段を下がるための一種の謙抑的な圧力の存在と、ボトム・アップ的な発想そのものは、
まさに使用者における義務の遵守と労働者の関与を促す点において意義がある。  
	 思想・哲学としての修復的正義は、伝統的社会における正義や神学など複数の源流を有する。修復
的正義が目指すのは、当該コミュニティの存続を前提としたコンフリクトの解決であり、同正義は、
諸般の関係性の修復（回復ないし再構築）を重視する。これは、集団性と将来効とを前提とした修復
を志向するものといい得る。そして、修復的正義は、所与の「正義」を語り、それに束縛されるので
はなく、むしろ各人が「不正義」と解することを拾い上げることによって、変革をもたらすことを志
向する。すなわち、権威性を有する絶対的「正義」を前提とするのではなく、弱者の語る相対的「不
正義」に耳を傾け、社会的変革を目指すのが修復的正義であり、被害者・加害者・コミュニティとい
う紛争当事者が当該「不正義」を契機として、他律的でない、自律的な「正義」を希求するという態
度そのものに修復的正義の要諦があった。そして、修復的正義論を構成する要素の中にあって、とり
わけ特徴的だったのは、ハーム概念であった。ハーム概念は、被害者における損害のみならず、コミ
ュニティ環境の悪化といった損害や、加害者自身の損害までも実質化し、各個の関係性に関心を強く
払う。これらは、応報的正義との対比において、修復的正義の特徴をよく示すものであった。そして、
修復的正義が目指すのは、それぞれの紛争当事者が抱えているハームを的確に把握し、ニーズを確実
に捉え、新たな関係性（別離を含む）を探るという、つとめて実際的な態度であった。  
	 こうした一つの思想・哲学としての修復的正義が、人格への深慮に基づくものであることは明白で
あったが、それは憲法 13 条を通じて信義則に及び、職場環境配慮義務に至る。よって、修復的正義
は、職場環境配慮義務を支える根本的なバックボーンたり得るだろう。とりわけ「集団的で将来的な
修復」が志向される場合において、また、「働きやすい職場環境の実現」がなされる過程においての根
源的な思想・哲学として、修復的正義が妥当することとなる。そして、修復的正義は、諸種の実践論
を包含するところ、それは、労働者の関与のための方法論としても機能する。「働きやすい職場環境」
における主観的要素は、修復的実践によって、徐々に確定されていくこととなる。職場いじめ・ハラ
スメントの被害者、それを現認した当該職場の他の労働者、以外の労働者、さらには労働組合やステ
ークホルダーまでを取り込みながら、その実践はなされる。そして、それぞれの「主観」は、ハーム
の把握とニーズの認識とを経、将来効を有する実践結果が生じることによって、いわば「客観」へと
転化する。すなわち、「職場いじめ・ハラスメント」とは何か、そして「働きやすい職場環境」とは何
か、より詳細に確定させる契機を、修復的実践は生じさせ得る。そうした実践は、支配の総量を減ら
すという意味において行われるべきであり、当然ながら使用者の専断は排除されることとなる。職場
環境配慮義務における義務内容は、「予防・被害者救済・職場環境の修復」を核とするものであって、
相当に明確なものであったが、同義務が「働きやすい職場環境の実現」を目的とするがゆえに、ある
いは、当該核を前提とした上で「集団的で将来的な修復」を志向するがゆえに、修復的正義ないし修
復的実践が妥当することとなる。  
	 以上から、修復的正義は、憲法 13 条を通じ信義則を経由して職場環境配慮義務を支え、さらにその
目的のための実践論をも提供することとなる。  
	 そして、本論は、さらに職場環境配慮義務に係る基礎的な議論について、Brodie と Collins から示
唆を得た。Brodie は、被用者と使用者間における義務の互恵性を強調し、Collins は、互恵的概念で
ある「心理的契約」論、被用者の期待、そしてそれを基礎付ける継続性に着目している。  
	 被用者の期待に使用者が応答し、使用者の期待に被用者が応答するといった意味での互恵性の枠組
みにおいては、当該職場の将来に向けられた修復（回復・再構築）を、被用者は使用者に要請し得る。
なぜなら、すさんだままで敵対的な「働きやすくない」職場環境を期待する被用者は観念できず、「働
きやすい職場環境」を期待する被用者は容易に観念し得るからである。使用者は、「働きやすい職場環
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境の実現」をなすこととなり、被用者は、職場いじめ・ハラスメントを生じさせないよう期待される
こととなる。そして、こうした相互の期待は、イギリスであれば相互信頼義務により、日本であれば
信義則によって、法的に支えられることとなる。Collins のフルーツ摘みの例ではないが、確かに契約
期間が短い場合の相互の期待、すなわち「心理的契約」は貧弱になり得る。しかし、長時間を同じ職
場で過ごし、かつ、それが中長期的に継続するとすれば、当該職場空間について、それが「働きやす
い職場環境」であるよう労働者が期待したとしても、それはむしろ当然のこととなる。そうした意味
合いにおいて、一定の期待、すなわち「心理的契約」は法的保護の対象へと昇華し得る。  
	 「継続性」は、「労働と人格との不可分性・集団性」と共に労働関係の特殊性の一つをなすが、それ
は同時に一種の創造的作用を有している。「心理的契約」を法的保護の次元に高め得るとすれば、「継
続性」そのものは「修復」を原理的に支えることとなり得る。職場環境配慮義務論に係る議論は、関
係的契約理論との調和的な発展をも、さらに展望させることとなるだろう。また、「集団性」は、Brodie
のいうところのコミュニタリアン的価値を導出し得る。雇用契約は経済的なやり取りだけでなく社会
的または個人的な関係についても存在するとの認識を強調する Brodie の所説は、人的な関係性を重
視する点において、修復的正義論とも近似する。  
	 以上からすれば、職場環境配慮義務は、まさに相互性ないし互恵性に基づくものといい得る。使用
者による同義務の履行と、労働者の関与は、一定の相互性ないし互恵性で結ばれることとなり、労働
者の関与による「働きやすい職場環境」の探求という作業（それはときとして修復的実践としてなさ
れる）は、いってしまえば労働者の期待の実現のための過程となる。そして、労働者の「期待」の実
現のための当該修復的実践は、労働関係の特殊性からも、さらに根拠付けられることとなる。  
（以上、第６章要旨）  
 
